
岐阜薬科大学法人化支援業務委託仕様書 

 

1 業務の名称 

岐阜薬科大学法人化支援業務 

 

2 業務を行う場所 

岐阜市長が指定する場所 

 

3 業務の目的 

岐阜市では、令和 7 年 4月の岐阜薬科大学の公立大学法人への移行に向け、その準

備を進めている。 

 本業務は、法人設立に係る一連の準備作業に関して、当該作業が円滑かつ効率的に

進むよう専門的知識や技術、豊富な経験等を有する者に対し、指導、助言等の支援業

務を委託するものである。 

 

4 業務の履行期間 

契約締結の日から令和 7年 3 月 31 日（月）まで 

 

5 業務内容 

（1）現状業務の分析調査及びスケジュールの工程管理 

岐阜薬科大学法人化業務に必要となる現状業務の分析調査を行い、必要な作業項目

の洗い出し及び優先項目の優先順位付けを行う。その上で、法人化業務スケジュール

を作成し、工程管理を行う。 

（2）目標管理・評価制度及び組織体制構築に関する支援 

①法人組織体制等の構築支援 

地方独立行政法人法に定める法人組織体制を整備するため、先行事例を提示の上、

法人組織体制及び定款素案を作成し、必要な助言を行う。また、法人組織の変更に

伴い、従来からの例規の改廃及び法人独自の規程の整備、認可申請を行うための必

要な助言を行う。 

②目標管理・評価制度の整備支援 

中期目標・中期計画の考え方、先行事例の提示等を行い、本市及び岐阜薬科大学

の特色を活かした中期目標及びその目標達成のための中期計画についての検討を

行い、案を作成するため、必要な助言を行う。また、法人化後の目標管理・評価制

度のＰＤＣＡサイクルが有効に機能する体制を構築するためのモニタリング手法

を提示し、必要な助言を行う。 

 ③評価委員会の運営支援 
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岐阜市長の附属機関となる岐阜薬科大学評価委員会の設置・運営に関し、必要資

料の作成、運営の補助及び助言を行う。 

なお、評価委員会は、委員 5 名程度、開催回数 4回程度を想定している。 

（3）出資、権利義務の承継等に関する支援 

土地・建物等の資産・負債の洗い出しに関し、必要な助言を行い、承継資産・負債

一覧表案を作成する。 

土地・建物等の資産・負債における承継範囲、方法（無償譲渡若しくは無償貸与等）

の決定に関し、必要な助言を行う。 

公立大学法人への移行に伴う資産等の承継項目・承継方法及び備品、図書等の資産

への計上手法に関し、必要な助言を行うとともに、開始貸借対照表の案を作成する。 

（4）財務会計制度の構築に関する支援 

地方独立行政法人制度・会計基準の考え方、先行事例、検討資料の提示を行い、地

方独立行政法人会計基準に準拠した予算管理体制を構築し、中期目標・中期計画の策

定に資する環境整備ができるように支援する。 

①財務会計諸規程案の提示 

本市で作成する財務諸規程案について、法人化後の岐阜薬科大学において、地方

独立行政法人会計基準に準拠した会計処理が行われ、適切な財務諸表ができる規程

となるよう助言を行う。 

②予算科目・勘定科目案の作成 

複式簿記による企業会計に必要な予算科目・勘定科目及び公立大学法人における

会計事務に必要となる特有の予算科目・勘定科目の素案を作成し、必要な助言を行

う。 

③財務会計関連事務の運用体制構築に関する検討 

複式簿記による会計処理に必要な会計処理方法、業務プロセスの素案の作成及び

取引金融機関の選定について必要な助言を行う。 

④地方独立行政法人会計基準及び会計処理に関する研修会の実施 

財務会計担当者向けの研修を３回程度実施する。 

⑤運営費交付金の算定方法の助言 

先行事例を提示し、岐阜薬科大学の法人化に適した運営費交付金の算定方法につ

いて助言を行う。 

⑥財務諸表の作成に関する助言 

損益計算書及び貸借対照表等の財務諸表の作成に関し、必要な助言を行う。 

⑦その他、財務会計制度の構築に関し必要な支援 

その他、財務会計制度の構築に関し、必要な事務処理の補助及び助言を行う。 

（5）人事給与制度の構築に関する支援 

労働基準法に準拠した労務管理の考え方、先行事例、検討資料の提示を行い、労務
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管理上の課題に対する改善策を検討し、以下について必要な助言を行う。 

・就業規則等の人事・給与に関する諸規程の策定 

・教職員の評価制度の基本方針の決定、関係諸規定の策定 

・職員採用制度の検討 

（6）財務会計システム等法人業務に必要となるシステム構築業務及び必要な諸規程に

関する支援 

地方独立行政法人会計基準に準拠するための財務会計システム及び労働基準法に

準拠するための人事給与システムの機能要件を整理し、システムの導入又は本市の既

存のシステム活用に関する方針の決定に関し、必要な助言を行う。なお、システムを

導入する場合は、仕様書案を作成し、必要な助言を行う。また、本市の既存のシステ

ムを活用する場合、システム活用のために必要な諸規程案を作成し、助言を行う。 

※システムの詳細設計・開発及び導入業務は、システム構築ベンダが行う。 

（7）業務報告書の作成 

各項目において整理した内容を取りまとめ、業務報告書を作成する。 

 

6 スケジュール 

業務のスケジュールは以下のとおり想定している。ただし、業務の進捗状況などに

より変更することがある。 

 

実施内容 令和 5 年度 令和 6 年度 

定款の策定 ●   ●     

現行条例の廃止等    ●  ●   

認可     ●   ● 

評価委員会、評価方法の検討 ●       ● 

中期目標、中期計画の作成  ●    ●   

資産・負債の洗い出し、一覧表作成  ●  ●     

出資財産・譲与財産の移管     ●   ● 

財務会計諸規程、予算科目・勘定科

目、財務会計関連事務の運用体制構

築、財務諸表の作成 

●       ● 

研修会の実施       ● ● 

運営費交付金の算定  ●    ●   

人事給与諸規程の策定、評価制度の

基本方針決定、職員採用制度の検討 

 ●      ● 

システムの調達  ●    ●   

業務報告書の作成    ●    ● 
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7 業務の進捗と委託料の支払い 

（1）業務の進捗予定 

本業務では、「6 スケジュール」に示した通りの業務の進捗を想定しており、年

度ごとの業務報告書を提出の上、検査に合格した時は、会計年度における支払限度

額に応じた委託契約金額の支払いを請求することができる。 

（2）支払限度額 

本契約の各会計年度における支払限度額の割合は次のとおりとする。 

  令和 5 年度 50％   令和 6 年度 50％ 

 

8 提出書類及び成果品 

（1）提出書類 

本業務の各工程において、下表に示す書類など本業務の履行に必要な書類を必要

数量作成し、提出期限までに遅滞なく提出すること。 

提出書類名 数量 提出期限 

着手届 

業務工程表 

業務費内訳書 

業務主任者届 

各 1 部 着手時 

完了届 1 部 完了時 

（2）成果品 

受注者は、本業務における成果品として下記のものを納入する。 

①業務報告書：1 式を 2部 

②その他発注者が必要と認めるもの：1式を 2部 

③電子データ（ＣＤ－Ｒ）：1 式を 2 部 

（3）納入先 

岐阜薬科大学事務局大学法人準備課（岐阜市大学西 1-25-4） 

（4）提出期限 

令和 5 年度 令和 6 年 3月 31 日 

令和 6 年度 令和 7 年 3月 31 日 

 

9 業務の適正な実施に関する事項 

（1）関係法令等の遵守 

関連する法規がある場合は当該法規を遵守するとともに、中立的・客観的に委託

業務を遂行すること。 

（2）業務の一括再委託の禁止 
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受託者は、受託者が一括して第三者に委託し、又は請け負わせることができない。 

ただし、業務を効率的に行う上で必要と思われる業務については、本市と協議の

上、業務の一部を委託することができる。 

（3）個人情報保護 

受託者が委託業務を行うにあたって個人情報を取り扱う場合には、別紙「個人情

報取扱特記仕様書」に従い、その取扱いに十分留意し、漏えい、滅失及びき損の防

止その他個人情報の保護に努めること。 

（4）守秘義務 

受託者は委託業務を行うにあたり、業務上知り得た秘密を他に漏らし、又は自己

の利益のために利用することはできない。また、委託業務終了後も同様とする。 

（5）業務の継続が困難となった場合の措置について 

本市と受託者との契約期間中において、受託者による業務の継続が困難になった

場合の措置は次のとおりとする。 

①受託者の責に帰すべき事由により業務の継続が困難となった場合には、本市は契

約の解除ができる。 

この場合、本市に生じた損害は、受託者が賠償するものとする。なお、次期受託 

者が円滑かつ支障なく本業務を遂行できるよう、引き継ぎを行わなければならない。 

②その他の事由により業務の継続が困難となった場合 

災害その他不可抗力等、本市及び受託者双方の責に帰することができない事由に

より業務の継続が困難となった場合には、業務継続の可否について協議するものと

する。一定期間内に協議が整わない場合、それぞれ、事前に書面で通知することに

より契約を解除できるものとする。なお、委託期間終了後若しくは契約の解除など

により次期受託者に業務を引き継ぐ際は、円滑な引継ぎに協力するとともに、必要

なデータを遅滞なく提供しなければならない。 

 

10 その他 

（1）委託業務の履行にあたっては、専任者を配置すること。 

（2）成果品の所有権、著作権等の知的財産権その他一切の権利は本市に属するものと

する。なお、本業務における成果品及び資料を作成する際に、文献その他資料を引

用する場合は、その出典を明記するものとする。 

（3）成果品に誤りや不備が発見された場合は、委託期間完了後であっても受託者の責

任において無償で訂正を行うものとする。 

（4）委託業務の詳細については、担当者の指示に従うものとし、業務の遂行上、疑義

が生じた場合には、受託者と担当者において、その都度協議することとする。 
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11 留意事項 

この仕様書は、本市が想定する最低限の業務概要を示すもので、目的達成のために

必要と考えられる事業者の提案を制限するものではない。 



個人情報取扱特記仕様書 

（基本的事項） 

第1 受注者は、個人情報の保護の重要性を認識し、この契約による事務を実施するに当たっては、個人情報

の保護に関する法令及び岐阜市情報セキュリティポリシーの規定を遵守し、個人の権利利益を侵害すること

のないよう、個人情報の取扱いを適切に行わなければならない。 

（責任体制の整備） 

第2 受注者は、個人情報の安全管理について、内部における責任体制を構築し、その体制を維持しなければ

ならない。 

（責任者等の届出） 

第3 受注者は、この契約による事務の実施における個人情報の取扱いの責任者（以下この条において「責任

者」という。）及び事務に従事する者（以下「事務従事者」という。）を定めなければならない。 

2  受注者は、責任者に、本特記仕様書に定める事項を適切に実施するよう事務従事者を監督させなければな

らない。 

3  受注者は、事務従事者に、責任者の指示に従い、本特記仕様書に定める事項を遵守させなければならない。 

4 受注者は、行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律（平成25年法律第27

号）第2条第8項に規定する特定個人情報を取り扱う業務にあっては、責任者及び事務従事者をあらかじめ書

面により発注者に届け出なければならない。責任者又は事務従事者を変更する場合も同様とする。 

 （教育及び研修の実施） 

第4 受注者は、全ての事務従事者に対し、個人情報を取り扱う場合に遵守すべき事項、当該事項に違反した

場合に負うべき責任その他この契約に係る業務の適切な履行に必要な教育及び研修を実施しなければなら

ない。 

（取得の制限） 

第5 受注者は、この契約による事務を行うために個人情報を取得する場合は、事務の目的を明確にし、その

目的を達成するために必要な範囲内で、適法かつ公正な手段により行わなければならない。 

2 受注者は、この契約による事務を行うために個人情報を取得する場合は、本人から直接取得し、又は本人

以外から取得するときは本人の同意を得た上で行わなければならない。ただし、発注者の承諾があるときは、

この限りでない。 

（利用及び提供の制限） 

第6 受注者は、この契約による事務に関して知り得た個人情報を契約の目的以外の目的に利用し、又は第三

者に提供してはならない。ただし、発注者の承諾があるときは、この限りでない。 

（改ざん、漏えい、滅失及び毀損の防止等） 

第7 受注者は、この契約による事務に関して知り得た個人情報について、改ざん、漏えい、滅失及び毀損の

防止その他の個人情報の適正な管理のために必要な措置を講ずるものとする。 

2 受注者は、発注者が承諾した場合を除き、この契約による事務に関して知り得た個人情報を、当該業務に

おいて当該個人情報を取り扱う場所（以下「作業場所」という。）から持ち出してはならない。 

（廃棄等） 

第8 受注者は、この契約による事務に関して知り得た個人情報について、保有する必要がなくなったときは、

確実かつ速やかに廃棄し、又は消去しなければならない。 

（秘密の保持） 

第9 受注者は、この契約による事務に関して知り得た個人情報の内容を、法令等で認められた場合を除いて

は、他人に知らせてはならない。この契約が終了し、又は解除された後においても、同様とする。 

（複写又は複製の禁止） 

第10 受注者は、この契約による事務を処理するために発注者から引き渡された個人情報が記録された資料等

別紙 



を複写し、又は複製してはならない。ただし、発注者の承諾があるときは、この限りでない。 

（事務従事者への周知） 

第11 受注者は、事務従事者に対して、在職中及び退職後においても、当該事務に関して知り得た個人情報の

内容を、法令等で認められた場合を除いては、他人に知らせ、又は不当な目的に使用してはならないことな

ど、個人情報の保護に必要な事項を周知させるものとする。 

（資料等の返還等） 

第12 受注者は、この契約による事務を処理するために、発注者から提供を受け、又は受注者自らが取得し、

若しくは作成した個人情報が記録された資料等は、この契約が終了し、又は解除された後直ちに発注者に返

還し、又は引き渡すものとする。ただし、発注者が別に指示したときは、当該方法によるものとする。 

（報告） 

第13 受注者は、この契約の履行について、発注者に定期的に報告しなければならない。 

2 受注者は、この契約に違反する事態が生じ、又は生じるおそれのあることを知ったときは、速やかに発注

者に報告し、発注者の指示に従うものとする。 

（再委託の禁止） 

第14 受注者は、この契約による事務については、再委託をしてはならない。ただし、発注者の承諾を受けた

ときは、この限りでない。 

2 受注者は、再委託の相手方にこの契約に基づく一切の義務及び本特記仕様書に定める全ての事項を遵守さ

せるとともに、受注者と再委託の相手方との契約関係にかかわらず、発注者に対して再委託の相手方による

個人情報の取扱いに関する責任を負うものとする。 

3 受注者は、発注者の承諾を得て再々委託を行う場合において、再々委託の契約内容にかかわらず、発注者

に対して個人情報の取扱いに関する責任を負うものとする。 

（派遣労働者等の利用時の措置） 

第15 受注者は、この契約による事務を派遣労働者によって行わせる場合、労働者派遣契約書に、秘密保持義

務等個人情報の取扱いに関する事項を明記しなければならない。この場合において、守秘義務の期間は、第

9の規定に準じるものとする。 

2 受注者は、派遣労働者にこの契約に基づく一切の義務を遵守させるとともに、受注者と派遣元との契約内

容にかかわらず、派遣労働者による個人情報の処理に関し、発注者に対して責任を負うものとする。 

（立入調査） 

第16 発注者は、受注者がこの契約による事務の執行に当たり取り扱っている個人情報の状況について、個人

情報の保護のため必要な措置が講じられているか確認する必要があると認めるときは、受注者に報告を求め、

又は受注者の作業場所を立入調査することができる。 

 （事故発生時等の公表） 

第17 発注者は、個人情報の漏えい、滅失、毀損等の事故を把握した場合には、必要に応じ、受注者及び再委

託先（再々委託先を含む。）の名称並びに当該事故の概要その他の必要事項を公表するものとする。 

 （契約の解除） 

第18 発注者は、受注者が本特記仕様書に定める義務を果たさない場合は、この契約の全部又は一部を解除す

ることができる。 

2 受注者は、前項の規定に基づく契約の解除により損害を被った場合においても、発注者にその損害の賠償

を求めることはできない。 

 （損害賠償） 

第19 受注者は、この契約に関する業務において、本特記仕様書の定めに反した取扱いにより発注者又は第三

者に損害を与えた場合は、その損害の全額を賠償しなければならない。 


